
青森県司法書士会	

調停センター設置規則	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		

（平成２８年	 改正）	

第１章 総 則	

（趣旨）	

第１条 この規則は、青森県司法書士会（以下「本会」という。）会則第３条第１３号の

規定に基づいて、本会が開設する青森県司法書士会調停センター（以下「調停センタ

ー」という。）の設置及び運用に関して必要な事項を定める。	

（目的）	

第２条 調停センターは、民事上の紛争処理機関として司法書士による仲裁、調停、あっ

せん等の裁判外紛争解決手続を実施し、もって紛争の当事者の自主的な紛争解決手続

に寄与することを目的とする。	

（事業）	

第３条 調停センターは、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。	

（１）民事紛争に関する裁判外紛争解決手続	

（２）手続実施者（裁判外紛争解決手続を主宰する者）の養成	

（３）その他、調停センターの目的を達成するために必要な一切の事業	

（主たる事務所の所在地）	

第４条 調停センターの事務所は、本会の事務所内に置く。	

（構成員）	

第５条 調停センターは、本会の司法書士会員（以下「会員」という。）によって構成す

る。	

２ 調停センターの事業を実施するにあたり、調停センター長が必要と認める場合は、

本会の会員以外の者を参加させることができる。	

第２章 機 関	

（運営管理者）	

第６条 調停センターに、次の運営管理者（以下「管理者」という。）各１名を置く。	

（１）調停センター長	

（２）事務長	

（管理者の職務）	

第７条 管理者の職務は、次のとおりとする。	

（１）調停センター長は、調停センターを代表し、業務を総理する。	

（２）事務長は、調停センターにおける業務を掌理し、受付事務の統括、事案の振り

分け、手続実施者候補の選定等の事務を行う。	

（管理者の選任）	

第８条 管理者は、本会の会員のうちから本会理事会（以下「理事会」という。）の同意



を得て本会会長が選任する。	

（管理者の任期）	

第９条 管理者の任期は、前条により選任に同意した理事会を組織する役員の任期と同一

とする。ただし、任期が満了した場合であっても後任の管理者が選任されるまでは、

なお管理者としての権利義務を有する。	

（運営委員会の設置）	

第１０条 調停センターは、この規則に定める事業の実施に必要な事項のうち、理事会の

承認を得たうえで特定の事務を処理させるため、運営委員会を設置する。	

		２		運営委員会の設置に必要な事項については、別に定める。	

第３章 手続実施者の名簿登載等	

（手続実施者の名簿登載等）	

第１１条 手続実施者は、調停センターに備え置く手続実施者名簿への登載を受けた者で

なければならない。	

２ 前項の手続実施者名簿登載は、別に定める手続実施者名簿登載要件を満たす者（以

下「名簿登載申請者」という。）から調停センターに対して行われる手続実施者名簿

への登載申請を受けて行う。	

（手続実施者名簿登載者の欠格事由）	

第１２条 調停センターは、次の事由のいずれかに該当する者については、手続実施者名

簿への登載を拒否し、登載されている者については、調停センター長が名簿から取り

消すものとする。	

（１）本会の会員でない者	

（２）司法書士法の規定に違反して罰金以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わ

り、又は刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者	

（３）司法書士法第４７条第１号の懲戒処分を受け、その処分が終了した日の翌日か

ら１年を経過しない者	

（４）司法書士法第４７条第２号の懲戒処分を受け、その処分の期間が終了した日の

翌日から２年を経過しない者	

（５）司法書士法第４７条第３号の懲戒処分を受け、その処分の期間が終了した日の

翌日から５年を経過しない者	

（６）本会会長の注意勧告処分を受け、その処分が終了した日の翌日から１年を経過

しない者	

（７）裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律第７条の欠格事由又は第２３条

の認証取消処分を受けた者	

（８）この規則及びこの規則の委任規定に違反し、若しくは違反する恐れがあるとし

て調停センター長が不適任と認めた者	

２ 前項第８号の規定に基づいて名簿登載を拒否し、若しくは名簿から取り消す場合は、

名簿登載申請者又は候補者（手続実施者名簿に登載されている者をいう。以下同じ。）

に弁明の機会を与えなければならない。	



第４章 研 修	

（研修）	

第１３条 調停センターは、手続実施者名簿への登載及び手続実施者の能力向上並びに管

理者の適正事務遂行のために研修を実施する。	

第５章 調停等の実施	

（手続規程）	

第１４条 調停センターの実施する紛争解決手続は、別に定める手続実施規程に基づいて

行うものとし、その手続の開始から終了に至る過程は、利用者に詳細に説明しなけれ

ばならない。	

（守秘義務）	

第１５条 調停センターの管理者、運営委員、候補者、本会の役員及び事務局職員（臨時

的に雇用された者を含む。）は、正当な理由なく、調停センターの業務を遂行する上

で知り得た内容について他に漏らしてはならない。これらの職を辞した後も同様とす

る。	

２ 管理者が前項の守秘義務に違反した場合は、本会会長は、理事会の調査を経たうえ

で、解職の処分を行うことができる。	

３  候補者が第１項の守秘義務に違反した場合は、本会会長は、調停センター長又は運

営委員会による調査を経たうえで、手続実施者名簿の登載取消の処分を調停センター

に命じることができる。	

第６章 情報の公開	

（情報の公開）	

第１６条 調停センターは、利用者の選択の基準を提供するため、調停センターの業務及

び財務等に関する事項について情報を公開する。	

（情報公開の方法）	

第１７条 調停センターの情報公開は、本会のホームページに掲載するとともに、本会の

事務局等適宜の場所に掲示して行う。	

第７章 資産及び会計	

（会計）	

第１８条 調停センターの会計は、本会の一般会計とする。	

（収入）	

第１９条 調停センターの運営費用は、次のものをもって充てる。	

（１）本会の一般会計予算	

（２）利用者からの利用負担金	

（３）寄付金その他の雑収入	



第８章 支部	

（支部）	

第２０条 調停センターに、支部を置くことができる。	

２ 支部の設置場所は、管理者の提案に基づいて理事会で承認を受けるものとする。	

第９章 利用者の費用負担	

（利用負担金）	

第２１条 調停センターは、利用者から徴収する負担金として次のものを定め、その額等

については、別に定める。	

				（１）申込手数料	

（２）期日手数料	

（３）合意成立手数料	

（４）その他調停センター手数料規程に定める費用	

第１０章 苦情対応	

（苦情の受理）	

第２２条 調停センターの実施した手続に関する苦情の申立ては、調停センターの苦情対

応窓口において対応するものとする。	

２ 調停センターは、利用契約を締結した利用者に対して、苦情に関する申立機関とし

て調停センターに苦情対応窓口が設置されていることを告知しなければならない。	

第１１章 補 則	

（規則の改廃）	

第２３条 この規則の改廃は、本会の総会の承認を要する。	

（規程への委任）	

第２４条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に必要な事項は、別に理事会で

定める。	

	

附 則 （平成１７年制定時）	

１ （省略）	

２ 調停センターは、「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（平成１６年法

律第１５１号）」による認証を受けるものとする。	

	

附 則 （平成２７年改正時）	

（施行期日）	

１ この規則は、平成２７年５月２３日から施行する。	

	

附 則 （平成２８年改正時）	

（施行期日）	

１ この規則は、平成２８年５月１９日から施行する。	


